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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

  

 
（注） １ 当社は、連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については

記載しておりません。 

２ 第２期、第３期および第４期の財務諸表については、証券取引法第193条の２の規定に基づき、優成監査法

人の監査を受けております。 

３ 当社は、平成15年10月１日設立のため、初年度である平成16年６月期より記載しております。平成16年６月

期は平成15年10月１日から平成16年６月30日までの９ヶ月間となっております。 

４ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

５ 第１期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会

計基準第２号）および「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成

14年９月25日 企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

第一部 【企業情報】

回次 第１期 第２期 第３期 第４期

決算年月 平成16年６月 平成17年６月 平成18年６月 平成19年６月

売上高 (千円) 572 192,827 601,974 832,069

経常利益又は経常損失（△） (千円) △43,123 6,303 51,146 39,067

当期純利益又は当期純損失（△） (千円) △43,170 16,248 52,023 22,475

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) ― ― ― ―

資本金 (千円) 10,000 38,000 44,200 123,825

発行済株式総数 (株) 1,000 30,840 31,240 36,240

純資産額 (千円) △33,170 91,780 158,909 340,634

総資産額 (千円) 1,917 185,760 318,456 679,485

１株当たり純資産額 (円) △33,170.04 2,976.02 5,000.15 9,324.77

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ―

１株当たり当期純利益又は当期純損失 
（△）

(円) △43,170.04 1,222.69 1,675.06 678.66

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 (円) ― ― ― 639.82

自己資本比率 (％) △1,730.3 49.4 49.1 49.7

自己資本利益率 (％) ― 17.7 42.0 9.1

株価収益率 (倍) ― ― ― 23.94

配当性向 (％) ― ― ― ―

営業活動によるキャッシュ・フロー (千円) △37,702 △86,069 △21,019 △16,473

投資活動によるキャッシュ・フロー (千円) △380 44,179 39 △26,289

財務活動によるキャッシュ・フロー (千円) 28,500 45,225 26,400 213,976

現金及び現金同等物の期末残高 (千円) 416 65,695 71,116 242,329

従業員数 
〔外、平均臨時雇用者数〕

(名)
4

〔2〕

10

〔1〕

12

〔0〕

17

〔0〕



６ 第１期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については潜在株式が存在しないため、および１株当たり当

期純損失が計上されているため、記載しておりません。また、第２期、第３期については、新株予約権の残

高がありますが、当社株式が非上場であり、期中平均株価の把握が困難なため記載しておりません。 

７ 第１期は債務超過のため、自己資本利益率は記載しておりません。 

８ 第３期までの株価収益率については当社株式が非上場であり、期中平均株価の把握が困難なため記載してお

りません。 

    ９ 当社は、配当を行っていないため、配当性向の記載はしておりません。 

    10 当社は関連会社を保有しないため、持分法を適用した場合の投資利益については記載しておりません。 

    11 第３期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月９日

企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。 

  



２ 【沿革】 

 
  

年月 概要

平成15年10月 精密測定機器、検査機器の販売及び輸出入を目的として、東京都杉並区において株式会社フォト

ニクスソリューション設立（資本金10,000千円）

平成16年12月 独シュトイテ社製品の輸入・販売権を譲受、スイッチの輸入・販売開始

平成17年２月 株式会社ＷＡＶＥ（資本金12,500千円）と合併

平成17年３月 英エルコメーター社の測定器・試験機の輸入販売を開始

平成17年10月 東京都大田区に本店移転

平成17年10月 独シュメアザールグループの安全対策デバイスの輸入販売を開始

平成17年11月 日本証券業協会のグリーンシート銘柄指定

平成18年11月 商号を「株式会社インネクスト（英訳名 INNEXT Co.,Ltd）」に変更

平成19年２月 札幌証券取引所アンビシャス市場に上場

平成19年９月 東京都品川区に本店移転



３ 【事業の内容】 

(1) 事業の概要 

当社は、液晶技術製品の開発・製造・販売及び医療機器、計測機器、産業機器の輸入・販売を行って

おります。 

当社の事業の内容は、次のとおりであります。 

  

①液晶機器事業 

当社では、液晶パネル製造メーカー向けの、液晶製造装置（タッチパネル）及び液晶パネル検査装置

の開発・製造・販売を行っています。液晶製造装置（タッチパネル）については、従来より検査装置製

造で培ってきた基礎技術を生かして製造しております。液晶検査装置については、デジタル回路技術・

信号処理技術・電極プロービング技術といった基礎技術を基に、ユーザーとの密接な連携の下で、検査

用パターン信号発生装置を中心に、セル最終検査装置（注）1、OLB検査装置（注）2、ACFプリボンダー

（注）3、エージング装置（注）4などの、仕様の提案から設計・製造・納入まで短納期、低価格にて行

っております。これを実現するため、回路設計・プリント基板パターン設計・検査工程は社内で行って

おり、万全の品質管理体制を敷いております。 

液晶パネルメーカーは、熾烈な国際競争の結果、国内にて本格量産を行っているメーカーは数社に絞

られてきております。当社では、東芝松下ディスプレイテクノロジー株式会社を主要ユーザーとしてお

ります。 

(注)1 セル（絵を出せる状態の液晶）の良否判定を行う検査装置。 

(注)2 OLB（セルにタブ(液晶駆動IC)を熱圧着した状態）の圧着の良否判定を行う検査装置。 

(注)3 セルにACF(異方導伝性フィルム)を仮圧着する製造装置。 

(注)4 モジュール(液晶の出荷前の最終状態)をエージング（モジュールをある温度、湿度等を設定した

環境に置いて動作させる。）する際の出画システム。 

  

②医療機器事業 

当社では主に独シュトイテ社のフットスイッチを輸入し、医療機器メーカー、大手医療専門商社等に

販売を行なっております。 

独シュトイテ社は、数社の電気医療機器メーカーと共同研究を行い、顧客のニーズに合わせた一連の

医療機器用フットコントローラを開発しております。医療技術現場において、応用範囲が多様であり、

様々なバリエーションがあります。主にX線撮影、CTスキャン時のベッドの移動や、外科手術のレーザー

のスイッチなどに用いられ、現在話題のマンモグラフィ（乳がん検診装置）でも利用されております。 

その製品の特徴は、手術室において使用される診断装置、治療機器に求められる最高レベルの保護ク

ラス（防塵防水性）に達する技術を確立していること、多様な溶剤や高圧水で洗浄を行う過酷な手術現

場での環境でも安全に機能すること、治療行為に集中できるストレスを与えないデザインなどにありま

す。 

また、ケーブル接続の必要性がないワイヤレス・フットコントローラがあり、赤外線送信、あるいは

プロトコルに従った冗長信号送信による安全な無線送信を可能としております。 

  

③計測機器事業 

当社では塗料・塗装検査計測器の世界的メーカーである英エルコメーター社の電磁式・渦電流式膜厚

計、塗膜付着力試験機、クロスハッチカッター等数多くの測定器、試験機を主に販売しております。 

主力販売商品の電磁式膜厚計、渦電流式膜圧計はどちらも金属上に塗装されたペイント皮膜、メッキ

膜の厚さを管理する目的のものです。各種製商品の表面処理膜の管理はその製品の寿命を決定する大切

な工程であり、製商品の出荷時の品質管理になくてはならない検査機器といえます。 

また、（社）日本海事検定協会の新たな検査としての測定等にも対応した計測器として今後需要が見

込まれております。 

  



④産業機器事業 

当社では、欧州の機械安全対策デバイスではトップメーカーである独シュメアザールグループの製品

を輸入し、工作機械メーカー、エレベータ業界および食品機械メーカー等に販売しております。 

独シュメアザールグループは、工作機械向けの安全ドアスイッチ（独シュメアザール社）や制御モジ

ュール（独エラン社）をはじめ、エレベータ用位置決めスイッチ、食品機械向け高防水性操作スイッチ

および一般工業用リミットスイッチなど、人の安全に係るスイッチを長年製造し、全世界へ輸出してお

ります。 

  



  
(2) 事業系統図 

当社事業の系統図は以下のとおりです。 

①液晶機器事業 

  

 

  

②医療機器事業 

  

 

  

③計測機器事業 

  

 

  

④産業機器事業 

  

 

  



４ 【関係会社の状況】 

平成19年６月30日現在 

 
(注) １ 株式会社フォトニクスは、有価証券報告書の提出会社であります。 

２ 株式会社フォトニクスが保有する株式を平成18年９月15日に2,500株、平成18年９月20日に1,000株、平成18

年９月28日に3,625株、平成18年10月４日に1,000株売却したこと、また、平成19年２月13日の公募増資に伴

い、議決権の所有割合が23.83％に低下しております。その結果、株式会社フォトニクスは親会社ではなく

なっております。 

３ 株式会社フォトニクスとの取引については、被保証債務については平成18年11月30日、販売許諾契約につい

ては平成18年12月31日をもって解消しております。 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成19年６月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であり臨時従業員はおりません。 

２ 平均年間給与は、平成19年６月の支給実績に基づいており、基準外賃金を含み、年度途中入社・途中退職者

分は、月割りで、年収換算しております。 

３ 従業員数が最近１年間に5名増加しておりますが、これは主として技術部門、営業部門および管理部門を含

めた全般の強化を目的とした増員であります。 

  

(2) 労働組合の状況 

当社においては、労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

  

名称 住所
資本金又は
出資金 
(千円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
(被所有)割合

(％)

関係内容

当社役員の
兼任（名）

取引内容

(その他の関係会社)
株式会社 

フォトニクス
東京都新宿区 1,221,352 投資育成事業 (23.8) ―   (注）３

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数 平均年間給与(千円)

17 44.3 1.8 5,099



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当事業年度におけるわが国経済は、戦後 長の景気回復を持続しているものの、米国景気減速の影

響、ＩＴデバイス分野の高水準の在庫率（携帯電話関連）の調整、製造業を中心とした設備投資のペー

スダウン等により、そのテンポは鈍化しております。その反面、雇用情勢の改善などにより個人消費の

回復力復元が続いており景気の回復は当面減速も底固さは堅持しております。 

当社は、平成19年２月14日に札幌証券取引所アンビシャス市場に上場いたしました。上場による事業

拡大のチャンスは確実に成果を結びつつあり、その知名度および信用力の向上は上場前とは比較になら

ないものであります。営業的にも大きな効果を上げ、受注活動もさらに活発に行っております。 

このような事業環境の中、液晶機器事業においては、携帯電話関連を中心とした在庫調整があり年度

末に向けての受注が新年度（当社の第４四半期）へ先送りされたことにより、予定した売上の計上が遅

れておりましたが、中国企業向け液晶タッチパネル製造装置の受注販売に成功し、前年同期に比べて増

収となり、519百万円（前年同期比34.6％）となりました。 

医療機器事業においては、オリンパス向け医療用フット・スイッチを中心とした各医療機器メーカー

からの受注増により、売上高は122百万円（前年同期比52.5％増）となりました。 

計測機器事業においては、代理店主催の展示会に参加したことにより、特に３月における売上高が昨

年に比べ増加した結果、45百万円（前年同期比10.2％増）となりました。 

産業機器事業においては、上場効果による新規顧客の獲得が堅調であり、売上高144百万円（前年同

期比53.4％増 平成17年10月より事業開始）となりました。 

売上原価においては、海外からの仕入に関して為替レートの上昇による影響もあり原価率は上昇して

おります。 

また、販売費及び一般管理費における、社名変更に伴う費用２百万円、株式公開に関連する費用(コ

ンサルティング費用）４百万円の特別支出、営業外費用における株式公開に伴う費用13百万円、株式交

付費１百万円の影響により利益ベースでは予算未達成となっております。 

なお、前事業年度まで税務上の青色欠損金を充当しておりましたが、当事業年度は充当額が397千円

であり、当期純利益はそのため大きく減少いたしました。 

この結果、当事業年度における売上高は832百万千円（前年同期比38.2％増）、営業利益59百万円

（前年同期比0.5％減）、経常利益39百万円（前年同期比23.6％減）、当期純利益22百万円（前年同期

比56.8％減）となりました。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、売上債権の増加等の要因によ

り営業活動による支出16百万円、投資活動による支出26百万円、財務活動による収入213百万円とな

り、前事業年度と比べ171百万円増加し、当事業年度末には、242百万円（前年同期71百万円）となりま

した。また、当事業年度中における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、△16百万円（前年同期は△21百万円）となりま

した。これは主に、税引前当期純利益39百万円に対し、事業拡大に伴う売上債権の増加額150百万円、

たな卸資産の増加額10百万円、仕入債務の増加額83百万円等によるものです。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度の投資活動によるキャッシュ・フローは、26百万円の減少（前年同期は0百万円）となり

ました。これは、主に敷金の差し入れによる支出20百万円によるものです。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度の財務活動によるキャッシュ・フローは、213百万円の増加（前年同期は26百万円）とな

りました。これは主に、短期借入金の増加70百万円、株式の発行による収入157百万円によるもので

す。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当事業年度における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 金額は、製造原価によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 仕入実績 

当事業年度における仕入実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 金額は、仕入価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業部門 生産高(千円) 前年同期比(％)

液晶機器事業 309,635 44.1

医療機器事業 ― ―

計測機器事業 ― ―

産業機器事業 ― ―

合計 309,635 44.1

事業部門 仕入高(千円) 前年同期比(％)

液晶機器事業 ― ―

医療機器事業 104,785 54.5

計測機器事業 32,399 16.5

産業機器事業 123,070 33.5

合計 260,255 38.6



(3) 受注実績 

当事業年度における受注実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(4) 販売実績 

当事業年度における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
  

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業部門 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

液晶機器事業 524,564 34.2 10,565 103.6

医療機器事業 126,941 49.1 14,102 41.9

計測機器事業 47,155 12.6 1,470 610.1

産業機器事業 148,940 51.8 8,805 116.0

合計 847,600 37.6 34,942 80.0

事業部門 販売高(千円) 前年同期比(％)

液晶機器事業 519,187 34.6

医療機器事業 122,776 52.5

計測機器事業 45,892 10.2

産業機器事業 144,212 53.4

合計 832,069 38.2

相手先

前事業年度 当事業年度

売上高(千円) 割合(％) 売上高(千円) 割合(％)

朝日通商株式会社 ― ― 304,600 36.6

東芝松下ディスプレイテクノロジー
株式会社

120,372 20.0 90,044 10.8

株式会社千代田組 101,950 16.9 187 0.0

長瀬産業株式会社 82,000 13.6 ― ―



３ 【対処すべき課題】 

当社製商品の主力である液晶機器事業における液晶製造装置及び液晶検査機器は、飛躍的に生産量が増

大している携帯電話の他、テレビ・パソコン等に用いられており、特に液晶検査装置は、液晶ディスプレ

イ製造工程において必要不可欠なパネル検査工程で使用されております。 

また、医療機器事業における主力販売商品であるフットコントローラ市場においては、今後、通信技術

であるBluetoothを医療分野に応用した新たな商品が形成される兆候が見られ市場の拡大が見込まれてお

ります。 

計測機器事業、産業機器事業においても日本における市場拡大余地が大きな分野であります。 

上記のとおり、当社のおかれている事業環境において広がるビジネスチャンスを的確に捉え、「ユビキ

タス・ネットワーク社会を創造するソリューション・カンパニー」としての地位を確固としたものとし、

更なる事業展開を推進していくため、今後の対処すべき課題として以下の項目を重要課題としておりま

す。 

各用語についての解説を対処すべき課題の 後に示しておりますのでご参照ください。 

  

 (1)液晶機器事業 

①人材の確保と育成 

  当社は、「ユビキタス・ネットワーク社会を創造するソリューション・カンパニー」として成長する

ために、各事業領域において、さらなる業容拡大を支える事業部門の後継技術者を育成し、かつ積極的

に優秀な人材の採用を図ることを 重要課題として取り組んでいく方針です。 

② 生産技術の向上 

  当社が現在主力製品としている液晶技術製品マーケットは今後拡大が想定されているため、生産技術

能力を向上していく必要があります。また生産技術能力を向上させることで、メーカーとしてのノウハ

ウ蓄積と、顧客ニーズである製品の短納期を可能とすることで信頼性を高め、収益基盤をより強固なも

のとするように図って参る方針です。 

③ 新規顧客の獲得 

  当社が現在主力製品としている液晶技術製品は、顧客の液晶ディスプレイ製造の中核であり、製造・

検査工程において欠かすことのできない製品で、当社は製造工程に関する顧客ニーズを蓄積しておりま

す。こうした顧客ニーズに応える液晶ディスプレイ製造・検査装置の納入を継続するとともに、新たな

顧客の獲得など、業容の拡大を図って参る方針です。 

  

 (2) 医療・産業機器事業 

 ①液晶機器事業分野と同様、通信技術であるBluetoothを医療分野に応用し、医療・産業機器分野にお

ける「ユビキタス・ネットワーク社会を創造するソリューション・カンパニー」として成長するため

に、各事業領域において、さらなる業容拡大を支える事業部門の後継技術者を育成し、かつ積極的に優

秀な人材の採用を図ることを 重要課題として取り組んでいく方針です。 

②新規顧客の獲得 

  当社が現在主力商品としているフットコントローラの応用範囲は広く新たな顧客ニーズを掘り起こ

し、安全機器においては防爆基準の各企業独自の基準の構築により新たな顧客の獲得など、業容の拡大

を図って参る方針です。 

 (3)管理部門 

  管理部門についても、タイムリーディスクロージャーやコーポレート・ガバナンス強化及び迅速な開

示体制の強化の観点から優秀な人材の確保を行って参ります。 

  



  

 用語解説 

  

 フットコントローラ 

足を用いて医療装置の電源をON、OFF(デジタル)する為のスイッチで、スピードコントロール機能（ア

ナログ出力）やジョイスティック（前後左右に動かせるスイッチ）などが付いている装置。 

  

Bluetooth 

  Ericsson社、IBM社、Intel社、Nokia社、東芝の5社が中心となって提唱している携帯情報機器向けの

無線通信技術。ノートパソコンやPDA、携帯電話などをケーブルを使わずに接続し、音声やデータをや

りとりすることができる。 

  

ユビキタス・ネットワーク社会 

  ユビキタスの語源はラテン語で、いたるところに存在する（遍在）という意味。インターネットなど

の情報ネットワークに、いつでも、どこからでもアクセスできる環境を指し、ユビキタスが普及する

と、場所にとらわれない働き方や娯楽が実現出来るようになる。「ユビキタス・コンピューティン

グ」、「ユビキタス・ネットワーク社会」のようにも使われる。 

  

ソリューション・カンパニー 

   業務上の問題点の解決や要求の実現を行なうための情報・技術などを提供できる企業。 

  



４ 【事業等のリスク】 

  以下には、当社の事業展開その他に関するリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載

しております。 

  なお、記載事項のうち将来に関する事項は、本有価証券報告書提出日（平成19年９月27日）現在におい

て当社が判断したものであります。 

  

１．当社の事業内容について 

当社は現在次の４事業を行っておりますが、以下に示す(1)から(2)によるリスクの可能性がありま

す。 

 液晶機器事業 

当社では、液晶パネル製造メーカー向けの、液晶製造装置（タッチパネル）及び液晶パネル検査装置

の開発・製造・販売を行っています。液晶製造装置（タッチパネル）については、従来より検査装置製

造で培ってきた基礎技術を生かして製造を行っております。液晶検査装置については、デジタル回路技

術・信号処理技術・電極プロービング技術といった基礎技術を基に、ユーザーとの密接な連携の下で、

検査用パターン信号発生装置を中心に、セル 終検査装置、OLB検査装置、ACFプリボンダー、エージン

グ装置などの、仕様の提案から設計・製造・納入まで短納期、低価格にて行っております。 

  

医療機器事業 

当社では主に独シュトイテ社のフットスイッチを輸入し、医療機器メーカー、大手医療専門商社等に

販売を行なっております。 

独シュトイテ社は、数社の電気医療機器メーカーと共同研究を行い、顧客のニーズに合わせた一連の

医療機器用フットコントローラを開発しております。医療技術現場において、応用範囲が多様であり、

様々なバリエーションがあります。主にX線撮影、CTスキャン時のベッドの移動や、外科手術のレーザー

のスイッチなどに用いられております。 

  

計測機器事業 

当社では塗料・塗装検査計測器の世界的メーカーである英エルコメーター社の電磁式・渦電流式膜厚

計、塗膜付着力試験機、クロスハッチカッター等数多くの測定器、試験機を主に販売しております。 

主力販売商品は電磁式膜厚計、渦電流式膜圧計でどちらも金属上に塗装されたペイント皮膜、メッキ

膜の厚さを管理する目的のものです。 

  

産業機器事業 

当社では、欧州の機械安全対策デバイスではトップメーカーである独シュメアザールグループの製品

を輸入販売しております。 

工作機械向けの安全ドアスイッチ（独シュメアザール社）や制御モジュール（独エラン社）をはじ

め、エレベータ用位置決めスイッチおよび一般工業用リミットスイッチなど、人の安全に係るスイッチ

を主に販売しております。 

  



 (1) 市場環境等に関する事項 

①技術革新の対応について 

当社の製造する液晶技術製品は、液晶製造装置（タッチパネル）及び液晶検査の 終工程における検査

機器であり、今後液晶に代わるディスプレイ等が開発された場合、市場規模は縮小し、液晶製品の生産が

中止される恐れがあります。 

当社販売の医療機器における製品基準等の変更により基準に適合しない場合、販売に影響があるものと

考えられます。また、新製品に対応した研究開発については、メーカーに依存しており、その対応が遅れ

るような場合には、同業他社に優位性を奪われる危険性があります。 

当社の計測機器は、トレーサビリティが確保された校正証明書の発行が可能な製品ですが、技術革新に

より性能と価格の優位性が失われた場合には、同業他社に優位性を奪われる危険性があります。 

当社の産業安全機器は、今後新たな規格（国際規格も含む）が制定された場合、あるいは日本における

安全への取り組みが大きく変化した場合、技術的な対応をメーカーに依存しており、その対応が遅れるよ

うな場合には、同業他社に優位性を奪われる危険性があります。 

このように各種液晶技術製品及び医療・計測・産業技術商品は技術革新が速く、日進月歩で進化してお

り、また基準規格等の変更などの対応の遅れによっては販売機会の損失など当社の業績および財務状況に

影響を及ぼす可能性があります。 

  

②法規制の適用の可能性について 

当社製品および商品に関して、特別な法規制は現在ありませんが、今後、強化され、各事業における競

争力が低下した場合には、当社の事業の推進に支障をきたし業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

 ③市場動向の変動について 

当社の液晶機器事業は、デジタル家電や携帯電話、パソコンといった液晶ディスプレイを有する機器市

場が牽引役となっております。これらの業界は、情報化・ユビキタス社会への進展という流れに向けて、

その基幹産業部門として今後、しばらくは拡大基調を続けていくものと考えられますが、予想外の市場の

収縮があった場合には、当社液晶機器事業の製品の売上が減少し、当社の業績に影響を及ぼす可能性があ

ります。 

また、平成18年12月に新聞等で報道されているとおり、国内液晶メーカー数社に対して国際カルテルの

疑いが浮上しており、日米韓と欧州連合の独禁法当局が国内液晶メーカー各社に対し、調査を開始してお

ります。当社の販売先も当該調査の対象とされております。有価証券報告書提出日現在において当該調査

は終了しておらず、当事案が当社の今後の業績に与える影響は不明ですが、万が一、当社の販売先である

液晶メーカーに多額の課徴金が課されるなどした場合には、販売先の設備投資計画が延期・縮小を余儀な

くされ、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

仮に、今回の調査対象となっている販売先液晶メーカーの設備投資（新設及び更新）が一切行なわれな

くなった場合には、当事業年度の取引実績によれば約519,187千円の営業収益の減少が想定されます。 

なお、液晶事業部門におきましては、新規顧客開拓に努めており、主要販売先への売上高が全体の売上

高に占める割合は年々低下傾向にあり、今後も引続き特定の取引先に依存しない経営体制作りを進めてま

いります。 

当事案につきましては、さらに引き続き今後の推移を注視し、調査の進展等を受けて当社の受ける影響

について適時開示を行なってまいります。 



 ④季節変動性について 

  当社取引先の設備投資について、例年年度末から新年度早々に計画が為されることが多く、３月末を年

度末とする企業がその大半です。当社は年度末が６月であることから、それら需要の取り込みが下半期と

なり、収益構造は下半期に売上、利益が集中しております。下半期の取引が見込通り達成しない場合、当

社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 
（注） 半期ごとの数値については、優成監査法人の監査を受けておりません。 

  

 (2)特定の事業分野等への依存について 

 ①液晶機器事業への依存について 

  当社の売上高に占める液晶機器事業の割合は、当事業年度においては60.23％（前事業年度64.08％）と

なっております。 

また、液晶業界の伸びとともに、液晶ディスプレイ新規工場建設または新ライン増設などにより、当社

液晶機器事業に係る受注も継続して増加すると思われます。また、新規納入したラインの製品の設計変更

があった場合にも、当社液晶機器事業での個別対応による売上も継続する見込みで、第５期事業年度にお

いて、さらに当社の売上高に占める液晶機器事業の割合が増えることは確実であり売上の大きな部分を占

めております。 

従って、液晶機器事業が何らかの事情により継続が困難な状況に陥った場合、当社の業績に影響を及ぼ

す可能性があります。 

  

②特定の取引先への依存について  

現在、当社の売上高の内、東芝松下ディスプレイテクノロジー株式会社（TMD）を継続的に主要な取引先

（株式会社千代田組関西との取引もTMDに関連する取引）としており、取引先が保有する事業設備及び顧

客情報などの重要な財産を取り扱って事業を運営しております。今後、東芝松下ディスプレイテクノロジ

ー株式会社の技術革新等により投資構造が大きく変化した場合や不測の事態により安全品質管理及び情報

管理に不備を発生させた場合には、当社との取引額に影響を与える可能性があります。当社としては安全

管理及び情報管理に対する重要性を十分認識し各種マネジメントシステムの確実な実行や社内の管理体制

の徹底指導などを整備し管理強化に取り組んでおります。 

また、新規顧客の開拓に努め、当事業年度においては朝日通商株式会社を販売先として中国液晶メーカ

ーとのタッチパネル製造装置の受注に成功いたしましたが、今後とも継続的に取引先を増加させていくこ

とにより、より安定的に経営を進める所存ではありますが、急激な取引増加は製造部門において対応が困

難なため徐々に進めてまいります。 

当社の医療機器事業、計測機器事業および産業機器事業は、その製品のほとんどを海外からの輸入に依

存しております。 

輸入先はドイツ、イギリスと政治的、経済的に安定しております。今後これらの国々が政治的、経済的

に不安定となり、輸入が困難となった場合には、当社の事業に影響を及ぼす可能性があります。 

  

決算年月

第２期
（自 平成16年７月１日
至 平成17年６月30日）

第３期
（自 平成17年７月１日 

   至 平成18年６月30日）

第４期 
（自 平成18年７月１日 

   至 平成19年６月30日）

上期 下期 通期 上期 下期 通期 上期 下期 通期

売上高 (千円) 4,136 188,691 192,827 201,304 400,670 601,974 287,434 544,635 832,069

経常利益又は
経常損失(△)

(千円) △5,252 11,555 6,303 △25,106 76,252 51,146△24,462 63,529 39,067



③製品の海外市場への依存について 

 当社は、現時点では、液晶機器事業における直接的な海外市場への事業展開は考えておりませんが、北

京オリンピックを控えた巨大市場である中国など東南アジア地域でのビジネス展開を視野に入れた国内液

晶ディスプレイメーカーの海外生産シフトの影響で、国内メーカーや商社への販売を通じた当社の液晶検

査装置の納入先も、海外、特に中国を中心とした東南アジアでの納入が顕著になっております。したがっ

て、機器納入先である海外において、政治的、経済的に不安定な状態となり、液晶ディスプレイメーカー

が撤退するような場合、当社の事業に影響を及ぼす可能性があります。 

  

２．財政状態及び経営成績の変動について 

 (1) 社歴が浅いことについて 

当社は、平成15年10月に設立され、現在設立後５年目という社歴の浅い会社であります。また、第１期

事業年度においては、実質的に営業内容が現在と異なりかつ９ヶ月決算でもありました。そのため、十分

な期間にわたる財務数値が得られないなど、過年度の財務状態及び経営成績では期間業績比較を行うため

の十分な財務資料が得られておりません。今後の事業展開につきましても、過年度の経営成績だけでは当

社の売上高、利益などの成長性を判断するには十分とはいえないと考えております。 

なお 近４年間の経営成績は以下のとおりです。 

 
(注) 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

設立第１期事業年度は、米国ｄBｍ社製品（光測定器等）の販売および中国におけるビジネス展開を探る

目的で開始されましたが、十分な成果を得ることができず572千円の売上で推移し、事業再編を行いまし

た。 

第２期事業年度は、平成16年12月より医療機器事業を開始し、平成17年２月より㈱WAVEと合併し液晶機

器事業を開始し、192,827千円の売上を計上いたしました。特に液晶機器事業は売上利益に貢献し経常利

益は6,303千円、当期純利益は16,248千円となりました。また、第三者割当増資を行い、債務超過を解消

いたしました。  

第３期事業年度は、液晶機器事業が順調に推移し新規取引先の増加もあり売上高は、385,774千円を計上

いたしました。平成17年10月より産業機器事業を開始し、売上高94,033千円を計上、医療・計測事業とと

もに新たな柱として貢献しております。 

当事業年度は、液晶機器事業はタッチパネル製造装置の受注により売上高は大幅に増加し、519,187千円

（前期比34.6％増）を計上いたしました。医療機器事業においては、内視鏡向けだけでなくマンモグラフ

ィ向けフット・スイッチ等の出荷も好調で122,776千円（前期比52.5％増）を売り上げており、産業機器

事業についても売上高144,212千円（前期比53.4％増）と好調に推移しております。 

  

回次 第１期 第２期 第３期 第４期

決算年月 平成16年６月 平成17年６月 平成18年６月 平成19年６月

売上高 (千円) 572 192,827 601,974 832,069

経常利益又は経常損失（△） (千円) △43,123 6,303 51,146 39,067

当期純利益又は当期純損失
（△)

(千円) △43,170 16,248 52,023 22,475

資本金 (千円) 10,000 38,000 44,200 123,825

純資産額 (千円) △33,170 91,780 158,909 340,634

総資産額 (千円) 1,917 185,760 318,456 679,485

１株当たり純資産額 (円) △33,170.04 2,976.02 5,000.15 9,324.77

１株当たり当期純利益又は当
期純損失（△）

(円) △43,170.04 1,222.69 1,675.06 678.66

潜在株式調整後１株当たり当
期純利益

(円) ― ― ― 639.82



 (2) 財政状態の変動について 

  当社は第１期事業年度において創業赤字として、43,170千円の当期純損失を計上し、その結果33,170千

円の債務超過となりました。 



  当社は第２期事業年度において、積極的に液晶機器事業・医療機器事業等の新規事業を立ち上げてまい

りました。また、平成16年12月１日および平成17年６月30日に第三者割当増資を行い、平成17年２月１日

には㈱WAVEとの合併により財務体質の改善に努め債務超過を解消いたしましたが、累積損失26,921千円が

残っております。 

第３期事業年度においては、液晶機器事業の売上高が大きく貢献するとともに医療・産業機器事業も順

調に伸びた結果、経常利益は51,146千円を計上し累積損失を解消しております。 

第４期事業年度においては、平成19年２月14日に札幌証券取引所アンビシャス市場上場による公募を実

施し、財務体質はさらに強固となり、また、経常利益39,067千円を計上し内部留保を充実させております

が、今後の経済状態や製造部門の遅れ・取引先の都合により納品体制に支障が発生するような可能性があ

り、次年度以降も同様の成長を継続できる保証はありません。 

  

 (3) 新規参入の可能性について 

  当社医療機器事業での主力商品であるフットスイッチは、認定基準の厳しい欧州での認定を受けており

ますが、今後国内メーカーが新規参入する可能性があります。医療分野においては、今後も設備投資が継

続的に行われるものと思われますが、技術的には開発も可能であり参入障壁は低いものと考えられます。

また、当社輸入元企業が今後日本に進出する可能性も否定できません。このような場合、当社の業績に影

響を及ぼす可能性があります。当社計測機器事業および産業機器事業における商品についても、同様の新

規参入により業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

 (4)部材調達における環境規制について 

近年、産業界の環境問題に対する関心の高まりから、使用部品や製品構成機器の環境保全対応の要求が

多くなり、RoHS（ロス）指令を始めとした環境規制が高まってきております。当社は、早急に環境規制に

対応するべく、代替部材の調達、代替が困難な部品については、設計を変更する等の措置を講じておりま

すが、代替部材が手当てできる前に、現在、使用している部材が生産中止になる可能性や、代替部材によ

る生産原価アップの可能性があります。このような場合、製品の生産ができなかったり、コスト高にな

り、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

３．組織及び役員に関する事項 

 (1) 小規模な経営組織であることについて 

当社は本有価証券報告書提出日現在取締役４名、監査役３名、従業員19名と規模が小さく、そのため内

部管理体制もこのような組織規模に応じた簡易なものとなっております。当社は、今後事業の拡大及び社

内管理システム拡充などの観点から、人員の増強、内部管理体制の強化を図る予定です。しかしながら、

人材などの確保が予定通り進まなかった場合、あるいは、既存の人材が社外流出、病気等における長期休

暇が生じた場合には、当社の経営活動に支障が生じ、当社の業績に影響を及ぼす恐れがあります。 

  

 (2) 特定の経営者への依存について 

当社は企業規模が小さく、業務上、少人数の経営陣に依存しております。これらの経営陣がその任務を

継続的に遂行することも当社の成長要因の一部を構成しております。特に当社の事業は、代表取締役社長

兼CEO那須 郁雄、ならびに代表取締役兼CTO高橋 進の経営能力、技術力、営業力、人的ネットワーク等に

依存する点も大きく、今後、会社組織を整備し優秀な人材を採用及び育成していく予定ではございます

が、組織的経営が軌道に乗る前に役員が退任等の理由により経営から退いた場合、当社の事業展開に影響

を及ぼす可能性があります。 



 (3) 取締役・監査役の兼務の状況 

以下の取締役・監査役は別会社の役員等を兼務しております。当社の事業に支障のないように、業務調

整を充分に図りながら、当社の事業拡大、事業計画の達成に向けて努力を惜しまない所存であります。 

 
  

４．配当を実施していないことについて 

当社の配当政策に関する基本的な考え方は、投資家の皆様に満足をいただける利益配当を恒常的に行う

ことができるよう、まずは磐石な財務体質を築くための内部留保を充実させるということであり、現在ま

では配当を実施しておりません。 

新規事業投資等に必要な内部留保は従来どおり行いつつ、昨今の世情を勘案し、今後は当期純利益を基

準とした配当性向を重視して行きたいと考えております。しかし、計画通りの利益が達成できなかった場

合には、配当を見送る可能性もあります。 

  

５．当社と株式会社フォトニクス（その他の関係会社）との関係について 

  株式会社フォトニクスは、保有する株式を平成18年９月15日に2,500株（株式会社ジャフコ、株式会社

トランスサイエンスの管理する投資事業組合）平成18年９月20日に1,000株（朝日生命キャピタル株式会

社の管理する投資事業組合）平成18年９月28日に3,625株（株式会社FEインベストの管理する投資事業組

合の他５名）平成18年10月４日1,000株（MS投資事業組合３号）に売却したことに伴い、また、平成19年

２月13日に実施した公募増資（札幌証券取引所アンビシャス市場上場に伴う）により議決権の所有割合が

23.8％に低下しております。その結果、株式会社フォトニクスは親会社からその他の関係会社になってお

ります。今後の株式移動については、株式会社フォトニクスは株式の売却を進めることによりキャピタル

ゲインを得る可能性はあります。その場合売却される株式数によっては株主構成が大幅に変動し、当社の

事業運営に大きな影響を与える可能性があります。 

   

区分 氏名 兼務する他の会社名 兼務の内容

取締役
荻野 征夫 特定非営利法人安全工学研究所 理事

鈴江 貞雄 有限会社イズミプロジェクト 取締役

監査役 山口 吉一

山口吉一公認会計士事務所 

誠栄監査法人 

株式会社日本資本政策研究所

所長 

代表社員 

代表取締役



６. 新株予約権について 

  当社は、新株予約権の発行をしており、平成13年改正旧商法第280条ノ20に基づき、当社及び関係会社

の取締役、監査役及び従業員並びに外部パートナーに付与しております。その内容は「第４ 提出会社の

状況 １ 株式等の状況 （2）新株予約権等の状況」に記載のとおりであります。 

  本有価証券報告書提出日現在、これらの新株予約権による潜在株式数は5,410株であり、発行済株式総

数36,240株の14.9％に相当しております。 

  これらの新株予約権は、札幌証券取引所アンビシャス市場におけるロックアップ期間が平成19年８月12

日解除されたため、その行使が実行されることにより発行される新株は、将来的に当社の１株当たりの株

式価値の希薄化や株式売買の需給への影響をもたらし、当社株価形成へ影響する可能性があります。 

  

７. 経営上の重要な契約 

  当社は以下の各取引先と販売代理店契約を新たに締結しております。この販売代理店契約が継続できな

い場合、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 
(注) 契約期間につきましては、いずれも事前の契約解除通告がない限り継続するものとなっております。 

  
  

用語解説 

  

電極プロービング技術 

LCDパネルを点灯させる為の信号入力部分に極細の針（プローブ）を電極にコンタクトさせる技術。 

  

セル 終検査装置 

セル（絵を出せる状態の液晶）の良否判定を行う検査装置。 

  

OLB検査装置 

OLB（セルにタブ(液晶駆動IC)を熱圧着した状態）の圧着の良否判定を行う検査装置。 

  

ACFプリボンダー 

セルにACF(異方導伝性フィルム)を仮圧着する製造装置。 

  

エージング装置 

モジュール(液晶の出荷前の 終状態)をエージング（モジュールをある温度、湿度等を設定した環境

に置いて動作させる。）する際の出画システム。 

  

  フットスイッチ 

    一般的に足を用いて医療装置の電源をON、OFF(デジタル)する為の単純なスイッチ。 

  

相手方の名称 国名 契約品目 契約内容 契約期間

K.A.SCHMERSAL GMBH&Co. 

（独シュメアザール 

グループ)

ドイツ
独シュメアザールグループの 

取扱製品
販売代理店契約

平成18年７月４日より 

当事者いずれかよりの 

申し出がない限り期限なし

Elcometer Instruments 

Limited 

（英エルコメーター社）

英国
英エルコメーター社の 

塗装関連検査装置
販売代理店契約

平成18年11月１日より 

当事者いずれかよりの 

申し出がない限り期限なし

Steute Schaltgerate 

Gmbh&Co.KG

(独シュトイテ社)

ドイツ
独シュトイテ社の 

医療関係機器用製品
販売代理店契約

平成18年12月７日より 

当事者いずれかよりの 

申し出がない限り期限なし



フットコントローラ 

   上記同様足を使い医療装置を操作するための装置で、スピードコントロール機能（アナログ出力）や

ジョイスティック（前後左右に動かせるスイッチ）などが付いている装置の場合はコントローラの表

現を用いる。 

  

CTスキャン 

   X線を用いて体内の写真撮影を行う装置。CT診断装置。 

  

クロスハッチカッター 

   塗装粘着力を測定する場合、塗装面にキズを付けセロハンテープを使い塗装が剥がれる量を確認し、

測定する方法があり、その塗装面にキズを付けるための工具。 

  

機械安全対策デバイス 

 安全スイッチ、安全リレー、ライトカーテン、安全マット、イネーブルスイッチなど機械を安全に使

用するための製品全般を意味する。 

  
  

安全ドアスイッチ 

    工作機械などに取付られた防護ドア（作業者の安全を確保する為のドア）の開閉をモニターするため

のセンサー（インターロックスイッチ）。 

  

制御モジュール 

   機械安全を構築する場合ドア等に取り付けるスイッチ部品と機械の制御系との間に安全リレーを組み

合わせるが、その安全リレーユニットなどのことを制御モジュールと表現する。 

  

リミットスイッチ 

 エンドリミットなどと表現するが、機械的なステージを機械がある方向に動いている場合、 終位置

に到着する前にこのスイッチが働き機械の追突を防ぐスイッチのことをリミットスイッチと表現す

る。 

  

トレーサビリティ 

    品質マネジメントシステムにおいて使用される定義で、ISO9000:2000においては「考慮の対象となっ

ているものの履歴、適用又は所在を適用できること」と定義されており、具体的には「処理の履歴」

「材料及び部品の源」などが挙げられている。 

  

ユビキタス社会 

ユビキタスの語源はラテン語で、いたるところに存在する（遍在）という意味。インターネットなど

の情報ネットワークに、いつでも、どこからでもアクセスできる環境を指し、ユビキタスが普及する

と、場所にとらわれない働き方や娯楽が実現出来るようになる。 

  

RoHS（ロス）指令 

 EU(欧州連合)加盟国で2006年７月に発効する家電製品での有害物質使用禁止に関する規制を“RoHS(ロ

ス)指令”という。鉛、水銀、六価クロム、カドミウム、PBB(ポリ臭化ビフェニール)、PBDE(ポリ臭

化ジフェニルエーテル)、という６種類の環境に有害な物質を含有する製品の出荷を禁止している。 



５ 【経営上の重要な契約等】 

(1)  販売許諾契約 

  

 
(注) １ 対価として一定のロイヤルティを支払っております。 

    ２ 契約期間につきましては、株式会社フォトニクス及び当社いずれかの事前の契約解除通告がない限り、１

年毎に自動更新するものとなっております。 

    ３ 株式会社フォトニクスとの契約については、独シュメアザールグループの取扱製品については平成18年９

月30日、英エルコメーター社の塗装関連検査装置及び独シュトイテ社の医療関係機器用製品については平

成18年12月31日をもって解約をいたしました。 

  

(2)  販売代理店契約 

  

 
(注) 契約期間につきましては、いずれも事前の契約解除通告がない限り継続するものとなっております。 

  

  

６ 【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

  

相手方の名称 契約品目 契約内容 契約期間

株式会社フォトニクス
英エルコメーター社の塗

装関連検査装置
輸入および販売の権利

自 平成18年３月１日 

至 平成19年２月28日

株式会社フォトニクス
独シュトイテ社の 

医療関係機器用製品
輸入および販売の権利

自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日

株式会社フォトニクス
独シュメアザール 

グループの取扱製品
販売の権利

自 平成17年10月１日 

至 平成18年９月30日

相手方の名称 国名 契約品目 契約内容 契約期間

K.A.SCHMERSAL GMBH&Co. 

（独シュメアザールグループ)
ドイツ

独シュメアザールグループの 

取扱製品
販売代理店契約

平成18年７月４日より 

当事者いずれかよりの 

申し出がない限り期限なし

Elcometer Instruments 

Limited 

（英エルコメーター社）

 

英国 

 

英エルコメーター社の 

塗装関連検査装置
販売代理店契約

平成18年11月１日より 

当事者いずれかよりの 

申し出がない限り期限なし

Steute Schaltgerate 

 Gmbh&Co.KG 

(独シュトイテ社)

ドイツ
独シュトイテ社の 

医療関係機器用製品
販売代理店契約

平成18年12月７日より 

当事者いずれかよりの 

申し出がない限り期限なし



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

（1）財政状態の分析 

（流動資産） 

当事業年度末における流動資産の残高は、651百万円（前事業年度末は、316百万円）となり、334百万

円増加しました。これは現金及び預金の増加171百万円、売上債権の増加150百万円、たな卸資産の増加10

百万円が主な要因であります。 

（固定資産） 

当事業年度末における固定資産の残高は、28百万円（前事業年度末は、2百万円）となり、26百万円増加

いたしました。これは投資その他の資産の増加26百万円によるものであります。 

（流動負債） 

当事業年度末における流動負債の残高は、335百万円（前事業年度末は、156百万円）となり、178百万円

増加しました。これは買掛金の増加83百万円、短期借入金の増加70百万円、未払法人税等の増加22百万円

が主な要因であります。 

（固定負債） 

当事業年度末における固定負債の残高は、3百万円（前事業年度末は、2百万円）となり、1百万円増加し

ました。これは退職給付引当金の増加1百万円によるものであります。 

（純資産） 

 当事業年度末における純資産の残高は、340百万円（前事業年度末は158百万円）となり、181百万円増

加しました。これは新株の発行による資本金の増加79百万円及び資本準備金の増加79百万円、利益剰余金

の増加22百万円が主な要因であります。 

  

（2）キャッシュ・フローの分析 

  「第一部 企業情報 第２ 事業の状況 １ 業績等の概要 （2）キャッシュ・フローの状況」をご

覧ください。 

  

（3）経営成績の分析 

  「第一部 企業情報 第２ 事業の状況 １ 業績等の概要 （1）業績」をご覧ください。 

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

該当事項はありません。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

(平成19年６月30日現在) 

 
(注) １ 現在休止中の主要な設備はありません。 

２ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

事業所名 
(所在地)

事業部門の名称
設備の
内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)機械及び

装置
工具、器具
及び備品

合計

本社 
（東京都大田区）

管理部門 
液晶機器事業部 

医療・産業機器事業部
本社機能 15 878 894 17

合計 ― 15 878 894 17



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

  

 
(注) １ 上記の金額には、消費税は含まれておりません。 

２ 投資予定金額のうち、敷金及び保証金に相当する金額は、内書きで（ ）に記載しております。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

平成19年６月30日現在、重要な設備の除却等の計画はありません。 

  

事業所名 
(所在地)

設備の内容

投資予定金額

資金調達方法

着手及び完了予定年月

総額(千円) 既支払額(千円) 着手 完了

本社 
(東京都品川区)

事務所移転
20,000
(14,044)

14,044
（14,044）

増資資金 平成19年５月 平成19年７月



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 124,960

計 124,960

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年６月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年９月27日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 36,240 36,240
札幌証券取引所
(アンビシャス)

普通株式は、株主としての権
利内容に制限のない、標準と
なる株式であります。

計 36,240 36,240 ― ―



(2) 【新株予約権等の状況】 

当社は、平成13年改正旧商法第280条ノ20に基づく新株予約権を発行しております。 

 
(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。 

       ２ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、分割または併合の比率に応じ次の算式により

払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 
  

   
なお、株式の分割および時価を下回る価額で新株を発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合

を除く）または自己株式の処分が行われる場合は、次の算式により調整されるものとし、調整による１円未

満の端数は切り上げる。 
  

 
   ３ 新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、平成17年６月15日開催の取締役会における新株発

行予定数及び行使予定払込金額から退職等の理由により権利を喪失した者の新株予約権の数（40個）及び新

株予約権の目的となる株式の数（40株）を減じております。 
  

(3) 【ライツプランの内容】 

取締役会決議日(平成17年６月15日)

事業年度末現在
(平成19年６月30日)

提出日の前月末現在 
(平成19年８月31日)

新株予約権の数(個) 5,410 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 5,410(注)１、３ 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円)   10,000(注)２ 同左

新株予約権の行使期間
平成18年１月31日から
平成22年12月31日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格 10,000
資本組入額   5,000

同左

新株予約権の行使の条件

権利行使により発行を請求

することができる株式数は、

１株の整数倍でなければなら

ない。

新株予約権の割り当てを受

けた当社の取締役若しくは従

業員は、権利行使時において

も、当社の取締役若しくは従

業員の地位にあることを要す

る。ただし、任期満了による

退任、定年退職等その他正当

な理由のある場合はこの限り

ではない。

その他の条件は、新株予約

権発行の取締役会決議に基づ

き、当社と新株予約権の割り

当てを受けたものとの間で締

結する「新株予約権割当契

約」で定めるところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡するに

は、取締役会の承認を要す

る。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

 

調整後払込価額

 

＝

 

調整前払込価額

 

×

既発行株式数 ＋
新株発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

調整前払込価額

既発行株式数＋分割・新規発行(処分)株式数



該当事項はありません。 

  



(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) １ 設立発起人による引き受け 

発行価格               ：10,000円 

       資本組入額                  ：10,000円 

２ 現物出資による有償第三者割当増資 

  発行価格               ：10,000円 

       資本組入額                  ：5,000円 

      割当先                    ：(株)フォトニクス 

３ (株)ＷＡＶＥとの合併による新株式発行 

      合併比率：(株)ＷＡＶＥの普通株式１株に対し、(株)フォトニクスソリューションの普通株式2.4株を割り

当てる。 

    ４ 有償第三者割当増資 

      発行価格     ：10,000円 

      資本組入額    ：5,000円 

      割当先      ：柄澤 憲彦  

    ５ 公募増資（日本証券業協会のグリーンシートにおける公募増資） 

      発行価格     ：31,000円 

資本組入額    ：15,500円 

    ６ 有償一般募集（ブックビルディング方式） 

      発行価格     ：35,000円 

      引受価額     ：31,850円 

      払込金額     ：24,650円 

      資本組入額    ：15,925円 

  

(5) 【所有者別状況】 

平成19年６月30日現在 

 
  

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成15年10月1日 
（注）１

1,000 1,000 10,000 10,000 ― ―

平成16年12月1日 
（注）２

4,000 5,000 20,000 30,000 20,000 20,000

平成17年2月1日 
（注）３

24,240 29,240 ― 30,000 52,702 72,702

平成17年6月30日 
（注）４

1,600 30,840 8,000 38,000 8,000 80,702

平成17年12月14日 
（注）５

400 31,240 6,200 44,200 6,200 86,902

平成19年2月13日 
（注）６

5,000 36,240 79,625 123,825 79,625 166,527

区分

株式の状況

政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人 
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

― 2 2 43 ― ― 2,243 2,290

所有株式数 
(株)

― 402 54 23,608 ― ― 12,176 36,240

所有株式数 
の割合(％)

― 1.10 0.14 65.13 ― ― 33.59 100.00



(6) 【大株主の状況】 

平成19年６月30日現在 

 
  

  

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

株式会社フォトニクス 東京都新宿区西新宿7-22-27 8,635 23.82

FP・L-２号投資事業組合 業務
執行組合員株式会社エフピー・
リンク

東京都港区高輪2-14-9 2,200 6.07

株式会社ジャレコ・ホールディ
ング

東京都港区赤坂8-5-26 2,000 5.51

ジャフコV2共有投資事業有限責
任組合 無限責任組合員 株式
会社ジャフコ

東京都千代田区丸の内1-8-2 1,700 4.69

柄澤 憲彦 東京都世田谷区 1,600 4.41

株式会社ＳＰＣ 東京都新宿区早稲田町74 1,580 4.35

株式会社ジェーピーシー 東京都世田谷区若林5-17-15 1,400 3.86

MS投資事業組合３号 業務執行
組合員 株式会社マネジメント
サポート

神奈川県平塚市浅間町11 1,000 2.75

グロースファンド９号 業務執
行組合員 株式会社ＧＩＰ

東京都千代田区二番町12-13 847 2.33

MS投資事業組合２号 業務執行
組合員 株式会社マネジメント
サポート

神奈川県平塚市浅間町11 802 2.21

計 ― 21,764 60.05



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年６月30日現在 

 
  

  

② 【自己株式等】 

平成19年６月30日現在 

 
  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式       

36,240
36,240

株主としての権利内容に制限のない
標準となる株式

発行済株式総数 36,240    ― ―

総株主の議決権 ― 36,240 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―



(8) 【ストックオプション制度の内容】 

当社は、ストックオプション制度を採用しております。 

① 平成18年９月28日開催の第３回定時株主総会決議に基づく新株予約権の発行 

当該制度は、会社法第361条に基づき取締役に対し、ストックオプションとして新株予約権を発行す

ることを平成18年９月28日開催の定時株主総会において決議されたものであります。 

 
(注) １ 付与人数に関しましては、第3回定時株主総会から１年の間に開催する新株予約権発行の取締役会決議にて

決定する予定であります。 

２ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。 

３ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整によ

り生ずる１円未満の端数は切り上げる。 
  

   
なお、株式の分割および時価を下回る価額で新株を発行するときは、次の算式により発行価額を調整し、調

整による１円未満の端数は切り上げる。 
  

 
  

決議年月日 平成18年９月28日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社取締役（注１）

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 1,000株を上限とする。（注２）

新株予約権の行使時の払込金額(円) 40,000（注３）  

新株予約権の行使期間
自 平成19年４月１日
至 平成21年３月31日

新株予約権の行使の条件

新株予約権の割り当てを受けたものは、権利行使時においても、当社

の取締役、監査役もしくは従業員の地位にあることを要する。ただし、

任期満了による退任、定年による退職の場合はこの限りではない。

上記に規定する条件に該当しなくなった者であっても、取締役会の承

認を得た場合はこの限りではない。

新株予約権者が死亡した場合は、原則として相続を認めないものとす

る。

その他の条件については、本総会および新株予約権発行の取締役会決

議に基づき、当社と新株予約権の割り当てを受けたものとの間で締結す

る「新株予約権付与契約」で定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡については取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付 
に関する事項

―

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

 

調整後払込価額

 

＝

 

調整前払込価額

 

×

既発行株式数 ＋
新株発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

調整前払込価額

既発行株式数＋分割・新規発行(処分)による増加株式数



②平成18年９月28日開催の第３回定時株主総会決議に基づく募集新株予約権の発行 

当該制度は、会社法第236条、第238条及び第239条に基づき従業員に対し、ストックオプションとし

て新株予約権を発行することを平成18年９月28日開催の定時株主総会において決議されたものでありま

す。 

 
(注) １ 付与人数に関しましては、第３回定時株主総会から１年の間に開催する新株予約権発行の取締役会決議にて

決定する予定であります。 

２ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。 

       ３ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整によ

り生ずる１円未満の端数は切り上げる。 
  

   
なお、株式の分割および時価を下回る価額で新株を発行するときは、次の算式により発行価額を調整し、調

整による１円未満の端数は切り上げる。 
  

 
  

決議年月日 平成18年９月28日

付与対象者の区分及び人数(名) 当社従業員（注１）

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数(株) 450株を上限とする。（注２）

新株予約権の行使時の払込金額(円) 40,000（注３）  

新株予約権の行使期間
自 平成19年４月１日
至 平成21年３月31日

新株予約権の行使の条件

新株予約権の割り当てを受けたものは、権利行使時においても、当社

の取締役、監査役もしくは従業員の地位にあることを要する。ただし、

任期満了による退任、定年による退職の場合はこの限りではない。

上記に規定する条件に該当しなくなった者であっても、取締役会の承

認を得た場合はこの限りではない。

新株予約権者が死亡した場合は、原則として相続を認めないものとす

る。

その他の条件については、本総会および新株予約権発行の取締役会決

議に基づき、当社と新株予約権の割り当てを受けたものとの間で締結す

る「新株予約権付与契約」で定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡については取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付 
に関する事項

―

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

 

調整後払込価額

 

＝

 

調整前払込価額

 

×

既発行株式数 ＋
新株発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

調整前払込価額

既発行株式数＋分割・新規発行(処分)による増加株式数



２ 【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 

該当事項はありません。 

  

(1)【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(2)【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3)【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4)【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

該当事項はありません。 

  

３ 【配当政策】 

 当社の配当政策に関する基本的な考え方は、投資家の皆様に満足いただける利益配当を恒常的に行うこ

とができるよう、まずは磐石な財務体質を築くための内部留保を充実させるということであり、現在まで

は配当を実施しておりません。 

 新規事業投資等に必要な内部留保は従来どおり行いつつ、昨今の世情を勘案し、今後は当期純利益を基

準とした配当性向を重視し利益配当による株主還元を検討していく所存であります。 

 なお、当社は、会社法第454条第５項に規定する中間配当を行うことができる旨を定款に定めており、

剰余金の配当は中間配当および期末配当の年２回を基本としておりますが、配当の決定機関は、中間配当

は取締役会、期末配当は株主総会であります。 

   



４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は、札幌証券取引所（アンビシャス）におけるものであります。 

当社株式は、平成19年２月14日から札幌証券取引所（アンビシャス）に上場されております。それ以前につい

ては、該当事項はありません。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は、札幌証券取引所（アンビシャス）におけるものであります。 

当社株式は、平成19年２月14日から札幌証券取引所（アンビシャス）に上場されております。それ以前につい

ては、該当事項はありません。 

  

回次 第１期 第２期 第３期 第４期

決算年月 平成16年６月 平成17年６月 平成18年６月 平成19年６月

最高(円) ― ― ― 28,900

最低(円) ― ― ― 11,800

月別 平成19年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高(円) ― 28,900 19,700 16,900 17,700 16,500

最低(円) ― 17,800 14,500 14,010 11,800 13,100



５ 【役員の状況】 

  

 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

代表取締役 社長兼CEO 那 須 郁 雄 昭和31年７月29日生

昭和54年４月 

 

中央信託銀行㈱（現中央三井信託

銀行㈱）入社

(注)2 444

平成５年７月 同社 審査部 審査役

平成11年４月 同社 融資企画部 次長 

平成12年４月 同社 参与

平成16年７月 ㈱ＷＡＶＥ入社、管理本部長

平成16年９月 同社取締役就任

平成16年12月 当社取締役就任

平成17年６月 当社代表取締役社長兼CEO就任 

（現任）

代表取締役

CTO兼
液晶機器
事業部長

高 橋   進 昭和27年３月26日生

平成３年２月 日本テクトロン㈱入社

(注)2 100

平成13年４月 ㈱フォトニクス入社

平成15年７月 ㈱ＷＡＶＥ取締役就任

平成17年２月 当社取締役就任液晶機器事業部長

平成17年６月 

 

当社代表取締役兼CTO就任液晶機

器事業部長（現任）

取締役
医療・産業 
機器事業 
部長

荻 野 征 夫 昭和30年７月21日生

昭和61年４月 ㈱メステック入社

(注)2 10

平成２年７月 ㈱フォトニクス入社

平成８年10月 同社シュメアザール事業部長

平成12年10月 ㈱ＳＰＣ入社安全工学機器事業部

長

平成14年３月 特定非営利法人安全工学研究所 

理事（現任）

平成16年12月 当社取締役就任医療機器事業部長

平成17年10月 取締役医療・産業機器事業部長 

（現任）

取締役 財務部長 鈴 江 貞 雄 昭和29年６月25日生

昭和58年８月

昭和63年６月

平成５年３月

平成７年５月

平成14年８月

  
平成17年３月

平成17年９月

  
平成17年12月

平成18年５月

㈱スターリング入社 

同社取締役就任 

スターネット㈱入社 

同社取締役就任 

アイフュージョン・テクノロジー

ズ㈱取締役就任 

㈲ＭＳＰ取締役就任 

㈲イズミプロジェクト取締役就任 

（現任） 

当社入社財務部長 

当社取締役就任財務部長（現任）

(注)2 ―



 
(注) 1.監査役山口吉一、鎌田穣二は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

2.平成18年９月28日開催の定時株主総会の終結の時から２年間 

3.平成18年４月28日開催の臨時株主総会の終結の時から４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関す

る定時株主総会の終結の時まで 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

監査役 ― 亀 田   哲 昭和16年８月８日生

昭和53年８月 東光通商㈱入社

(注)3 8

平成２年４月 同社営業部長

平成12年６月 同社取締役営業本部長

平成17年６月 当社入社

平成17年10月 当社監査役就任（現任）

監査役 
（非常勤）

― 山 口 吉 一 昭和31年６月28日生

昭和60年10月 青山監査法人 

（現みすず監査法人）入所

(注)3 ―

平成７年８月 監査法人トーマツ入所

平成８年４月 山口吉一公認会計士事務所 

開業 所長（現任）

平成９年９月 ㈱フォトニクス監査役就任

平成11年４月 誠栄監査法人設立 

同所代表社員就任（現任）

平成12年５月 ㈱フォトニクス取締役就任

平成13年10月 ㈱エスピーシー（現㈱SPC） 

取締役就任

平成14年６月 ㈱ナノテックス監査役就任

平成15年７月 ㈱WAVE監査役就任

平成15年９月 ㈱SPC監査役就任

平成15年10月 当社監査役就任（現任）

平成16年５月 ㈱日本資本政策研究所設立 

同社代表取締役就任（現任）

監査役 
（非常勤）

― 鎌 田 穣 二 昭和17年４月16日生

昭和40年４月

  
平成５年６月

平成６年３月

平成６年７月

  
平成７年６月

平成11年６月

平成15年６月

平成18年５月

中央信託銀行㈱（現中央三井信託

銀行㈱）入社 

同社取締役就任 

京橋都市開発㈱代表取締役就任 

日榮建設工業㈱（現 ㈱アゼル）

顧問 

同社取締役就任 

㈱エンゼル代表取締役就任 

㈱アゼル・㈱エンゼル退任 

当社監査役就任（現任）

(注)3 ―

計 562



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

  

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

  当社は、公正かつ効率的な経営に取り組むにあたり、コーポレート・ガバナンスが重要な課題である

と認識しております。コーポレート・ガバナンスとは、株主及び投資家重視の基本方針のもと、経営の

健全性、透明性、効率性を高め、経営環境の変化に迅速に対応できる経営体制を構築することであり、

あわせて企業価値の増大化を図り、社会に貢献できる企業として、地域社会をも含めたすべての関係者

と良好な関係を構築することを目標としております。そのため、経営の意思決定の内容及び過程を明確

にし、タイムリーディスクロージャーの実践を通して利害関係者の意思や利益を適切に反映していくよ

うに努めております。 
  
(2) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

  当社の業務執行・内部統制の概要は次のとおりであります。 

  

 

  

 ①取締役・取締役会 

  当社の取締役会は、有価証券報告書提出日（平成19年９月27日）現在４名で構成されており、取締役

会規程に基づき、監査役出席の下、経営上の重要な意思決定を討議し決定しております。当社では、原

則月１回の定例取締役会のほか、必要に応じて臨時取締役会を開催し、法令で定められた事項や経営に

関する重要事項を決定するとともに、情報の共有化を図り業務執行の状況を逐次監督しております。 

 ②監査役 

  当社は監査役制度を採用しており、有価証券報告書提出日（平成19年９月27日）現在常勤監査役１

名、非常勤監査役２名の３名体制でその任にあたっております。監査役は原則としてすべての取締役会

に出席し、必要に応じて意見表明を行うなど取締役の業務執行全般にわたり監査を実施しております。

また、月１回の監査役会（監査役会議：会社法上の機関としての登記はしておりません。）を定期的に

開催し、内部監査部門よりの報告や監査法人との協議などについて情報を交換するなど経営監視が有効

に機能するよう努めてまいります。 

 ③内部監査 

  内部統制につきましては、当社は少人数の会社でもあり総務部において１名に内部監査を担当させ、

補完的に財務部が内部監査を行う体制をとっております。内部監査は、期初において監査計画を策定し

定期的に実施してまいります。 

 ④弁護士 

  当社は顧問弁護士と顧問契約を締結しており、重要な契約、法令判断及びコンプライアンスに関する



事項について相談し、助言ないし指導を受けております。 



(3) 役員報酬及び監査報酬 

  第４期事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬、並びに会計監査人に対する監査

報酬は以下のとおりであります。 

役員報酬の内容 

 
監査報酬の内容 

 
  

 (4) 内部監査、監査役監査及び会計監査の相互連携 

   当社では内部監査、監査役監査及び会計監査の相互連携を重視し、当該事業年度の内部監査計画・監

査計画を相互に協議の上で策定しております。その計画に基づき実施した監査の方法や結果について

も、互いに適宜報告することとしております。このほか常勤監査役が定期的に内部監査にも立ち会う等

の方法により緊密に連携して意見交換等を行っております。 

  

 (5) 会計監査の状況 

   当社の業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人及び提出会社に係る継続監査の年数及び

監査業務に係る補助者は次のとおりであります。 

 
 （注）１ 継続監査年数については、全員７年以内であるため、記載を省略しております。 

    ２ 監査業務に係る補助者の構成は、公認会計士２名、会計士補５名、その他２名であります。 

  

 (6) リスク管理体制の整備 

   当社のリスク管理体制は、特別な社内委員会等の設置はいたしておりませんが、経営上想定されるリ

スクについて管理部門である総務部および財務部において立案し、その対応やヘッジ方法については取

締役会において策定することにしております。以上に加えて、全役職員が事業展開をする上で、法令の

遵守、社会経済倫理に従っての行動を実践し、コンプライアンス意識やリスクマネージメントの教育を

行い企業倫理の向上に努めてまいります。 

  

 (7) 取締役会にて決議できる株主総会決議事項 

   当社は、自己の株式の取得について、経済情勢の変化に対応して財務政策等の経営諸施策を機動的に

遂行することを可能にするため、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議によって市場

取引等により自己の株式を取得できる旨を定款で定めております。 

取締役に支払った報酬 45,160千円

監査役に支払った報酬（社外監査役への報酬3,480千円

を含む。）
7,080千円

計 52,240千円

公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に

規定する業務に基づく報酬
9,000千円

公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に

規定する業務に基づく報酬以外の報酬
1,500千円

計 10,500千円

資格 氏名 所属する公認会計士事務所 継続監査年数（注)１

公認会計士（代表社員・

業務執行社員）

加藤善孝 

 

優成監査法人 

 

― 

 

公認会計士（業務執行社員） 宮崎 哲 優成監査法人 ―



  

 (8) 取締役会の定数 

   当社の取締役は10名以内とする旨定款に定めております。 

  

 (9) 取締役会の選任の決議要件 

   当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を

有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。 

  

 (10) 株主総会の特別決議要件 

   当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の決議は、議決権を行使することができる株主の議

決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めてお

ります。 

 これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うこ

とを目的とるものであります。 

  



第５ 【経理の状況】 

１ 財務諸表の作成方法について 

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号

以下「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、前事業年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日）は、改正前の財務諸表等規則に基

づき、当事業年度（自 平成18年７月１日 至 平成19年６月30日）は、改正後の財務諸表等規則に基づ

いて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６

月30日）及び当事業年度（自 平成18年７月１日 至 平成19年６月30日）の財務諸表について、優成監

査法人の監査を受けております。 

なお、前事業年度に係る監査報告書は、平成19年１月15日に提出した有価証券届出書に添付されたもの

を利用しております。 

  

３ 連結財務諸表について 

当社は、子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 



【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 

  

 
  

前事業年度
(平成18年６月30日)

当事業年度 
(平成19年６月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 71,116 242,329

 ２ 受取手形 ※２ 33,286 30,352

 ３ 売掛金 147,723 300,997

 ４ 商品 48,542 52,336

 ５ 製品 4,438 221

 ６ 原材料 5,846 15,257

 ７ 仕掛品 ― 1,473

 ８ 貯蔵品 ― 417

 ９ 前払費用 5,402 3,854

 10 繰延税金資産 517 3,601

 11 その他  936 1,161

   貸倒引当金 △1,438 △ 832

   流動資産合計 316,371 99.3 651,171 95.8

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 機械及び装置 311 311

    減価償却累計額 △295 15 △295 15

  (2) 工具、器具及び備品 6,914 7,654

    減価償却累計額 △6,326 587 △6,775 878

   有形固定資産合計 602 0.2 894 0.1

 ２ 無形固定資産

  (1) ソフトウェア 808 697

  (2) 電話加入権 24 24

   無形固定資産合計 832 0.3 721 0.1

 ３ 投資その他の資産

  (1)保険積立金 ― 4,747

  (2)差入保証金 ― 20,444

  (3)繰延税金資産 649 1,506

   投資その他の資産計 649 0.2 26,698 4.0

   固定資産合計 2,085 0.7 28,313 4.2

   資産合計 318,456 100.0 679,485 100.0



 
  

前事業年度
(平成18年６月30日)

当事業年度 
(平成19年６月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 66,268 149,948

 ２ 短期借入金 70,000 140,000

 ３ 未払金 ※1 16,937 15,729

 ４ 未払費用 332 385

 ５ 未払法人税等 145 22,529

 ６ 預り金 466 1,766

 ７ その他 2,757 4,788

   流動負債合計 156,907 49.3 335,148 49.3

Ⅱ 固定負債

 １ 退職給付引当金 2,639 3,702

   固定負債合計 2,639 0.8 3,702 0.6

   負債合計 159,546 50.1 338,850 49.9

（純資産の部）

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 44,200 13.9 123,825 18.2

 ２ 資本剰余金

   （1）資本準備金 86,902 166,527

    資本剰余金合計 86,902 27.3 166,527 24.5

 ３ 利益剰余金

   （1）その他利益剰余金

    繰越利益剰余金 25,102 47,577

    利益剰余金合計 25,102 7.9 47,577 7.0

    株主資本合計 156,204 49.1 337,929 49.7

Ⅱ 新株予約権 2,705 0.8 2,705 0.4

      純資産合計 158,909 49.9 340,634 50.1

   負債・純資産合計 318,456 100.0 679,485 100.0



② 【損益計算書】 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

当事業年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高

 １ 商品売上高 216,200 312,881

 ２ 製品売上高 385,774 601,974 100.0 519,187 832,069 100.0

Ⅱ 売上原価

 １ 期首商品たな卸高 24,551 48,542

 ２ 当期商品仕入高 187,803 260,255

   合計 212,355 308,797

 ３ 期末商品たな卸高 48,542 52,336

 ４ 他勘定振替高 ※1 96 86

 ５ 商品売上原価 163,717 256,375

 ６ 期首製品たな卸高 5,289 4,438

 ７ 当期製品製造原価 214,943 309,635

   合計 220,232 314,074

 ８ 期末製品たな卸高 4,438 221

 ９ 製品売上原価 215,794 379,511 63.0 313,853 570,228 68.5

   売上総利益 222,462 37.0 261,841 31.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 役員報酬 31,830 52,240

 ２ 給料手当 38,440 43,599

 ３ 法定福利費 7,984 10,382

 ４ 退職給付費用 697 1,667

 ５ 旅費交通費 10,902 14,417

 ６ 広告宣伝費 888 6,860

 ７ 消耗品費 5,075 6,455

 ８ 支払手数料 25,066 18,535

 ９ 顧問料 18,158 18,645

 10 地代家賃 6,180 5,433

 11 減価償却費 519 657

 12 貸倒引当金繰入額 982 ―

 13 その他 16,444 163,171 27.1 23,931 202,826 24.4

   営業利益 59,290 9.9 59,015 7.1



 
  

前事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

当事業年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 0 106

 ２ 受取手数料 2,640 220

 ３ 仕入割引 ― 2,342

 ４ その他 120 2,760 0.4 301 2,970 0.4

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 2,672 5,859

 ２ 株式公開費用 5,670 13,972

 ３ 新株発行費償却 999 ―

 ４ 株式交付費 ― 1,301

 ５ その他 1,562 10,904 1.8 1,785 22,918 2.8

   経常利益 51,146 8.5 39,067 4.7

Ⅵ 特別利益

 １ 貸倒引当金戻入益 ― ― 606 0.1

   税引前当期純利益 51,146 8.5 39,673 4.8

   法人税、住民税 
   及び事業税

290 21,139

   法人税等調整額 △1,167 △877 △0.1 △3,941 17,197 2.1

   当期純利益 52,023 8.6 22,475 2.7



製造原価明細書 

  

 
(注) ※1経費の主な内訳は、次のとおりであります。 

  

 
  

（原価計算の方法） 

当社の原価計算は、ロット別個別原価計算であります。 

  

  

  

前事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

当事業年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)
構成比 
(％)

Ⅰ 材料費 180,536 84.4 92,763 29.8

Ⅱ 労務費 20,540 9.6 26,319 8.5

Ⅲ 経費 ※1 12,866 6.0 192,026 61.7

  当期総製造費用 213,944 100.0 311,108 100.0

  期首仕掛品たな卸高 998 ―

   合計 214,943 311,108

  原価差額 ― 433

  期末仕掛品たな卸高 ― 1,039

  当期製品製造原価 214,943 309,635

前事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

当事業年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

 

地代家賃 3,440千円

減価償却費 240千円

消耗品費 4,678千円

旅費交通費 2,440千円

賃借料 1,763千円

外注加工費

地代家賃

175,606千円

3,542千円

減価償却費 259千円

消耗品費 4,267千円

旅費交通費 2,125千円

賃借料 628千円



③ 【株主資本等変動計算書】 

前事業年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

  

 
  

当事業年度（自 平成18年７月１日 至 平成19年６月30日） 

  

 
  

  

項目

株主資本

新株予約権 純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計資本準備金

その他利益
剰余金

繰越利益
剰余金

平成17年６月30日残高 
(千円)

38,000 80,702 △26,921 91,780 2,725 94,505

事業年度中の変動額

新株の発行 6,200 6,200 ― 12,400 12,400

当期純利益 ― ― 52,023 52,023 52,023

株主資本以外の項目の 
当期変動額(純額)

― ― ― ― △20 △20

事業年度中の変動額合計 
(千円)

6,200 6,200 52,023 64,423 △20 64,403

平成18年６月30日残高 
(千円)

44,200 86,902 25,102 156,204 2,705 158,909

項目

株主資本

新株予約権 純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計資本準備金

その他利益
剰余金

繰越利益
剰余金

平成18年６月30日残高
(千円)

44,200 86,902 25,102 156,204 2,705 158,909

事業年度中の変動額

新株の発行 79,625 79,625 ― 159,250 159,250

当期純利益 ― ― 22,475 22,475 22,475

株主資本以外の項目の 
当期変動額(純額)

― ― ― ― ― ―

事業年度中の変動額合計 
(千円)

79,625 79,625 22,475 181,725 ― 181,725

平成19年６月30日残高 
(千円)

123,825 166,527 47,577 337,929 2,705 340,634



④ 【キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

当事業年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

 １ 税引前当期純利益 51,146 39,673

 ２ 減価償却費 475 627

 ３ ソフトウェア償却額 284 290

 ４ 貸倒引当金の増減額（△は減少） 982 △606

 ５ 退職給付引当金の増加額 1,377 1,062

 ６ 受取利息 △0 △106

 ７ 支払利息 2,672 5,859

 ８ 新株発行費償却 999 ―

 ９ 株式交付費 ― 1,301

 10 株式公開費用 5,670 13,972

 11 売上債権の増加額 △98,902 △150,339

 12 たな卸資産の増加額 △24,752 △10,878

 13 仕入債務の増加額 48,381 83,680

 14 未払金の減少額 △3,493 △1,207

 15 未払消費税等の増加額 1,309 1,310

 16 その他 △4,064 4,991

    小計 △17,912 △10,370

 17 利息の受取額 0 106

 18 利息の支払額 △2,672 △6,042

 19 法人税等の支払額 △435 △166

   営業活動によるキャッシュ・フロー △21,019 △16,473

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 １ 有形固定資産の取得による支出 ― △918

 ２ 有形固定資産の売却による収入 39 ―

 ３ 無形固定資産の取得による支出 ― △179

 ４ 敷金保証金の差入による支出 ― △20,444

 ５ 保険積立金の積立による支出 ― △4,747

   投資活動によるキャッシュ・フロー 39 △26,289



次へ 

 
  

  

前事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

当事業年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 １ 短期借入金の純増加額 15,000 70,000

 ２ 株式の発行による収入 11,400 157,948

 ３ 株式公開にかかる支出 ― △13,972

   財務活動によるキャッシュ・フロー 26,400 213,976

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額 5,420 171,213

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 65,695 71,116

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※ 71,116 242,329



重要な会計方針 

  

 
  

項目
前事業年度

(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

当事業年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

１ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1) 商品、製品、原材料

総平均法による原価法

(2) 仕掛品

個別法による原価法

(1) 商品、製品、原材料

同左

(2) 仕掛品

同左

(3) 貯蔵品

終仕入原価法

２ 固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

定率法

(主な耐用年数）

工具器具及び備品   ２～６年

(2) 無形固定資産

定額法

なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間(5

年)に基づく定額法を採用しておりま

す。

(1) 有形固定資産

定率法

(主な耐用年数）

器械及び装置       11年

工具器具及び備品   ３～６年

(2) 無形固定資産

同左

 

３ 繰延資産の処理方法 (1) 新株発行費

支払時に全額費用として処理してお

ります。

(2) 株式交付費 

        ―

(1) 新株発行費

        ― 

 

(2) 株式交付費

支払時に全額費用として処理してお

ります。

４ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

 売上債権等の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については、個別に回収可能性を検

討し、回収不能見込額を計上しており

ます。

(2) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当

社退職金規程に基づく期末自己都合退

職金要支給額を計上しております。

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 退職給付引当金

同左

５ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

手許現金、要求払預金及び取得日か

ら３ヵ月以内に満期日の到来する流動

性の高い、容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について、僅少なリス

クしか負わない短期的な投資でありま

す。

同左

６ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計方法

によっております。

同左

７ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

 

消費税等の会計処理

同左



（会計方針の変更） 

  

 
  

(表示方法の変更) 

  

 
  

(追加情報) 

  

前事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

当事業年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

１ 固定資産の減損に係る会計基準 

 当事業年度から、「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第

６号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。

             ―

２ 貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等 

 当事業年度から、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月

９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

156,204千円であります。 

 財務諸表等規則の改正により、当事業年度における財

務諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成しており

ます。

             ―

             ―

３ 繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い 

 当事業年度から、「繰延資産の会計処理に関する当面

の取扱い」（企業会計基準委員会 平成18年８月11日実

務対応報告第19号）を適用しております。 

 これに伴い、前事業年度における営業外費用の「新株

発行費償却」は、当事業年度より「株式交付費」として

処理する方法に変更しております。 

 これによる当事業年度への損益に与える影響はありま

せん。

前事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

当事業年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

（キャッシュ・フロー計算書） 

 営業活動によるキャッシュ・フローに区分掲記してい

た「未払費用の増減額（△は減少額）」、「立替金の増

減額（△は増加額）」、「預り金の増減額（△は減少

額）」は、金額的重要性が乏しくなったため、当期より

「その他」に含めて表示しております。 

 なお、当期の「その他」に含まれる「未払費用の増加

額」、「立替金の減少額」、「預り金の増加額」は、そ

れぞれ259千円、374千円、192千円であります。

（キャッシュ・フロー計算書） 

 当事業年度から、「繰延資産の会計処理に関する当面

の取扱い」（企業会計基準委員会 平成18年８月11日実

務対応報告第19号）を適用しております。 

 これに伴い、前事業年度における営業外費用の「新株

発行費償却」は、当事業年度より「株式交付費」として

処理する方法に変更しております。

前事業年度
(自 平成17年７月１日
 至 平成18年６月30日)

当事業年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

（法人事業税における外形標準課税部分の計上につい

て） 



 
  

  

             ―

 当社は平成19年２月14日付のアンビシャス市場上場に

よる増資に伴い資本金が１億円超となったため、外形標

準課税の適用を受けることになりました。 

 そのため、当事業年度より、法人事業税の「外形標準

課税制度」の適用にともない、法人事業税における外形

標準課税部分は、「法人事業税における外形標準部分の

損益計算書上の表示についての実務上の取扱い」（企業

会計基準委員会実務対応報告第12号）に基づき、販売費

及び一般管理費として処理しております。 

 この結果、前事業年度と比較して、販売費及び一般管

理費が1,412千円増加し、営業利益、経常利益および当

期純利益が同額減少しております。



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

(損益計算書関係) 

  

 
  

(株主資本等変動計算書関係) 

前事業年度(自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日) 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

 
(注) 普通株式の発行済株式数の増加400株は、グリーンシートにおける公募増資によるものです。 

  

２．新株予約権に関する事項 

  

 
(注) １ 平成17年６月15日取締役会決議の新株予約権の当期減少は、保有者である従業員の退職に伴う消却によるも

のであります。 

２ 上表の新株予約権はすべて権利行使可能なものであります。 

  

３．配当に関する事項 

  配当は実施しておりません。 

  

前事業年度 
(平成18年６月30日)

当事業年度
(平成19年６月30日)

※１ 関係会社に対する資産及び負債

    区分掲記されたもの以外で各科目に含まれてい

るものは次のとおりです。

未払金 2,675千円
 

  

            ―

            ―

※2 期末日満期手形の会計処理については、手形交換  

 日をもって決済処理をしております。 

  なお、当期末日が金融機関の休日であったため、 

 次の期末日満期手形が、期末残高に含まれておりま 

 す。 

 

  受取手形            1,902千円

前事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

当事業年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

※１ 他勘定振替高の明細 

 その他（販売費及び一般管理費） 96千円

※１ 他勘定振替高の明細 

その他（販売費及び一般管理費） 86千円

前事業年度末株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数

普通株式（株） 30,840 400 ― 31,240

  合計（株） 30,840 400 ― 31,240

新株予約権の内訳
新株予約権の
目的となる 
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数(株)
当事業年度末 

残高
概要

前事業 
年度末

当事業年度
増加

当事業年度
減少

当事業
年度末

平成17年６月15日 
取締役会決議

普通株式 5,450 ― 40 5,410 2,705 注１

合計 5,450 ― 40 5,410 2,705



当事業年度(自 平成18年７月１日 至 平成19年６月30日) 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

  

 
(注)１ 普通株式の発行済株式数の増加5,000株は、札幌証券取引所アンビシャス上場における公募によるものです。

  ２ 当事業年度末までに取得及び保有している自己株式はありません。 

  

２．新株予約権に関する事項 

  

 
（注） 上表の新株予約権はすべて権利行使可能なものであります。 

  

３．配当に関する事項 

  配当は実施しておりません。 

  

(キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前事業年度末株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数

普通株式（株） 31,240 5,000 ― 36,240

  合計（株） 31,240 5,000 ― 36,240

新株予約権の内訳
新株予約権の 
目的となる 
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数(株)
当事業年度末 

残高前事業 
年度末

当事業年度
増加

当事業年度
減少

当事業
年度末

平成17年６月15日 
取締役会決議

普通株式 5,410 ― ― 5,410 2,705

合計 5,410 ― ― 5,410 2,705

前事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

当事業年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

現金及び預金 71,116千円

現金及び現金同等物 71,116千円

１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

現金及び預金 242,329千円

現金及び現金同等物 242,329千円



(リース取引関係) 

前事業年度(自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日) 

該当事項はありません。 

  

当事業年度(自 平成18年７月１日 至 平成19年６月30日) 

該当事項はありません。 

  

(有価証券関係) 

前事業年度(自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日) 

該当事項はありません。 

  

当事業年度(自 平成18年７月１日 至 平成19年６月30日) 

該当事項はありません。 

  

(デリバティブ取引関係) 

前事業年度(自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日) 

デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

当事業年度(自 平成18年７月１日 至 平成19年６月30日) 

デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

(退職給付関係) 

  
前事業年度 

(平成18年６月30日)
当事業年度

(平成19年６月30日)

１ 採用している退職給付制度の概要

  退職一時金制度のみを採用しております。

１ 採用している退職給付制度の概要

  当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度及

び厚生年金基金制度（東京都電機厚生年金基金）を採

用しております。

  当社の加入する厚生年金基金は総合設立型の厚生年

金基金であり、自社の拠出に対応する年金資産の額を

合理的に計算することができませんので、当該年金基

金への要拠出額を退職給付費用として処理しておりま

す。

  なお、同基金の年金資産残高のうち当社の掛金拠出

割合により算出した平成19年６月30日現在の年金資産

残高206,246千円であります。

 

２ 退職給付債務に関する事項

   退職給付債務      2,639千円

   退職給付引当金 2,639千円
 

２ 退職給付債務に関する事項

  退職給付債務      3,702千円

  退職給付引当金 3,702千円

 

３ 退職給付費用に関する事項

   勤務費用 1,429千円

   退職給付費用 1,429千円

３ 退職給付費用に関する事項

  勤務費用
  その他の退職給付費用

   （厚生年金基金拠出金）

1,062千円
1,439千円

  退職給付費用 2,502千円

                          

 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

  当社は簡便法を採用しておりますので、割引率等に

  （注）厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除  

   しております。

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

  当社は簡便法を採用しておりますので、割引率等に



 
  

ついては該当ありません。 ついては該当ありません。



(ストック・オプション等関係) 

前事業年度(自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日) 

前事業年度において付与しておりませんので、該当事項はありません。 

  

当事業年度(自 平成18年７月１日 至 平成19年６月30日) 

当事業年度において付与しておりませんので、該当事項はありません。 

  

(税効果会計関係) 

  

 
  

(持分法損益等) 

  

前事業年度 （自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

関連会社がないため、該当事項はありません。 

  

当事業年度 （自 平成18年７月１日 至 平成19年６月30日） 

関連会社がないため、該当事項はありません。 

  

前事業年度 
(平成18年６月30日)

当事業年度
(平成19年６月30日)

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 １ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

 

 

 

   商品評価損 133千円

   製品評価損 384千円

   繰延税金資産（流動） 517千円
  

   退職給与引当金 649千円

   繰越税金資産（固定）合計 649千円

   繰延税金資産 合計 1,167千円

    
   
   
   
   

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目の内訳

法定実効税率 42.05％

（調整）

交際費等の永久差異 0.55

住民税均等割 0.57

税務上の繰越欠損金の利用 △40.33

評価性引当額の変動 △4.56

その他 0.00

税効果会計適用後の法人税等の △1.72％
負担率

 

 

 

  未払事業税 1,963千円

  商品評価損 929千円

  製品評価損 176千円

  貸倒引当金 338千円

  一括償却資産 194千円

  繰延税金資産（流動）合計 3,601千円
 

  退職給与引当金 1,506千円

  繰越税金資産（固定）合計 1,506千円

  繰延税金資産 合計 5,108千円

  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目の内訳

法定実効税率 40.69％

（調整）

交際費等の永久差異 4.70

住民税均等割 0.73
税率変更による期末繰延資産の
減額修正

0.43

税務上の繰越欠損金の利用 △0.41

その他 △2.79

税効果会計適用後の法人税等の 43.35％
負担率

３ 当事業年度より法人事業税に外形標準課税制度が適

用されることとなったため、一時差異に係る繰延税金

資産及び繰延税金負債の計算において適用される法定

実効税率は、前期の42.05％から40.69％に変更されて

おります。 

 その結果、繰延税金資産の金額が170千円減少し、

当事業年度の計上された法人税等調整額が170千円増

加しております。



  



【関連当事者との取引】 

前事業年度(自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日) 

１ 親会社及び法人主要株主等 

  

 
取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注)  当社の借入金契約について、債務保証を受けているものであります。なお、保証料の支払い及び 

担保の提供は行っておりません。 

又、当該被債務保証は、平成18年11月30日にすべて解消しております。 

  

当事業年度(自 平成18年７月１日 至 平成19年６月30日) 

   重要性が乏しいため注記を省略しております。 

  

属性 会社等の名称 住所
資本金又 
は出資金 
(千円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の直接 
被所有 

割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社
株式会社

フォトニクス
東京都
新宿区

1,221,352
投資育成 
事業

53.6 ― ―
被債務保証
（注）

100,000 － －



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

  

 1 １株当たり純資産額 

 
  

 2 １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

 
  

項目
前事業年度

(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

当事業年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

１株当たり純資産額 5,000円15銭 9,324円77銭

１株当たり当期純利益 1,675円06銭 678円66銭

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式は存

在するものの、当社株式が非上場で

あり、期中平均株価の算定が困難な

ため、記載しておりません。

639円82銭

項目
前事業年度

(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

当事業年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

貸借対照表の純資産の部の合計額
(千円)

158,909 340,634

普通株式に係る純資産額(千円) 156,204 337,929

差額の主な内訳(千円) 
      新株予約権

2,705 2,705

普通株式の発行済株式数(株) 31,240 36,240

普通株式の自己株式数（株）
― ―

１株当たり純資産の算定に用いられ

た普通株式の数（株）
31,240 36,240

項目
前事業年度

(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

当事業年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

損益計算書上の当期純利益(千円) 52,023 22,475

普通株式に係る当期純利益(千円) 52,023 22,475

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 31,058 33,117

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益の算定に用いられた普通株式増加

数の主要な内訳（株） 

     新株予約権

― 2,010

普通株式増加数（株） ― 2,010

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり当期純利益の算

定に含まれなかった潜在株式の概要

新株予約権１種類（新株予約権の数

5,410個）。
―



(重要な後発事象) 

  

 
  

  

  

前事業年度
(自 平成17年７月１日
至 平成18年６月30日)

当事業年度
(自 平成18年７月１日
至 平成19年６月30日)

新株予約権の発行

 ①当社は、平成18年９月28日開催の第３回定時株主総

会において、当社取締役に対してストックオプション

として新株予約権を発行することを決議しておりま

す。

 ②当社は、平成18年９月28日開催の第３回定時株主総

会において、当社従業員に対してストックオプション

として募集新株予約権を発行することを決議しており

ます。

 ③上記の詳細については、「第４ 提出会社の状況

１ 株式等の状況（6）ストックオプション制度の内

容」に記載しております。

―



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

該当ありません。 

  

【有形固定資産等明細表】 

 
  

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) 「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

  

【引当金明細表】 

  

 
(注) 貸倒引当金の当期減少額（その他）は、貸倒実績率による洗替額であります。 

  

資産の種類
前期末残高 
(千円)

当期増加額 
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額 
(千円)

差引当期末
残高(千円)

有形固定資産

 機械及び装置 311 ― ― 311 295 ― 15

 工具、器具及び備品 6,914 918 178 7,654 6,775 627 878

有形固定資産計 7,225 918 178 7,965 7,071 627 894

無形固定資産

 ソフトウェア 1,576 179 ― 1,755 1,058 290 697

 電話加入権 24 ― ― 24 ― ― 24

無形固定資産計 1,600 179 ― 1,779 1,058 290 721

区分
前期末残高 
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 70,000 140,000 1.875 ―

合計 70,000 140,000 ― ―

区分
前期末残高 
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用) 
(千円)

当期減少額
(その他) 
(千円)

当期末残高 
(千円)

貸倒引当金 1,438 832 ― 1,438 832



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

ａ 現金及び預金 

  

 
  

ｂ 受取手形 

イ 相手先別内訳 

  

   
  

ロ 期日別内訳 

  

 
  

区分 金額(千円)

現金 ―

預金

普通預金 242,329

預金計 242,329

合計 242,329

相手先 金額(千円)

ユニダックス株式会社 11,818

株式会社ナ・デックス 6,058

宇野株式会社 2,773

株式会社東京自働機械製作所 2,672

大塚刷毛株式会社 1,986

その他 5,042

合計 30,352

期日別 金額(千円)

平成19年７月満期 7,813

平成19年８月満期 6,364

平成19年９月満期 9,502

平成19年10月満期 4,902

平成19年11月満期 1,768

合計 30,352



ｃ 売掛金 

イ 相手先別内訳 

  

 
  

ロ 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

  

 
(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

相手先 金額(千円)

朝日通商株式会社 218,730

長瀬産業株式会社 17,220

ユニダックス株式会社 11,309

白河オリンパス株式会社 7,482

東芝松下ディスプレイテクノロジー株式会社 6,542

その他 39,714

合計 300,997

期首残高(千円) 
 

(Ａ)

当期発生高(千円)
 

(Ｂ)

当期回収高(千円)
 

(Ｃ)

当期末残高(千円)
 

(Ｄ)
 

回収率(％)

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)

２
(Ｂ)
365

147,723 873,672 720,398 300,997 70.5 93.7



ｄ 商品 

  

 
  

ｅ 製品 

  

 
  

ｆ 原材料 

  

 
  

g 仕掛品 

 
  

h 貯蔵品 

 
  

区分 金額(千円)

医療用フットスイッチ他 23,268

測定器他 13,024

産業用安全スイッチ他 16,042

合計 52,336

区分 金額(千円)

液晶検査装置他 221

合計 221

区分 金額(千円)

液晶検査装置部材他 15,257

合計 15,257

区分 金額(千円)

液晶検査装置他 1,473

合計 1,473

区分 金額(千円)

宣伝用QUOカード 417

合計 417



② 負債の部 

ａ 買掛金 

  

 
  

ｂ 短期借入金 

  

 
  

ｃ 未払金 

 
  

相手先 金額(千円)

有限会社トラムス 22,612

株式会社エムシーケイ 14,038

ウシオライティング株式会社 13,744

有限会社イマイ 12,348

小久保精密株式会社 7,974

その他 79,229

合計 149,948

相手先 金額(千円)

株式会社三井住友銀行 100,000

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 40,000

合計 140,000

相手先 金額(千円)

従業員給与等 6,514

社会保険料 2,929

優成監査法人 955

中央三井信託銀行株式会社 889

佐川急便株式会社 381

その他 4,059

合計 15,729



(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

  



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
（注） 電子公告は当社ホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりです。 

    http://www.pc-so.com/ 

  

事業年度 ７月１日から６月30日まで

定時株主総会 ９月中

基準日 ６月30日

株券の種類 １株券、10株券、50株券、100株券

剰余金の配当の基準日
12月31日
６月30日

１単元の株式数 ―

株式の名義書換え

  取扱場所 東京都港区芝三丁目33番１号 中央三井信託銀行株式会社 本店

  株主名簿管理人 東京都港区芝三丁目33番１号 中央三井信託銀行株式会社

  取次所
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店
日本証券代行株式会社 本店、全国各支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 無料

公告掲載方法
電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告
ができない場合の公告方法は、日本経済新聞に掲載する。（注）

株主に対する特典 該当事項はありません。



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

  当社には、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券届出書及びその添付書類 

有償一般募集増資(ブックビルディング方式による募集)平成19年１月15日関東財務局長に提出。 

  

(2) 有価証券届出書の訂正届出書 

上記(1)に係る訂正届出書であります。平成19年１月25日、平成19年１月30日及び平成19年２月２日関

東財務局長に提出。 

  

  



該当事項はありません。 

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成19年１月12日

株式会社インネクスト 

取締役会 御中 
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社インネクスト(旧社名 株式会社フォトニクスソリューション)の平成17年７月１日から平成

18年６月30日までの第３期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算

書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社インネクスト(旧社名 株式会社フォトニクスソリューション)の平成18年６月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

優成監査法人

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  加  藤  善  孝  ㊞

業務執行社員 公認会計士  宮  崎     哲  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券届出書提出会社が別

途保管している。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成19年９月27日

株式会社インネクスト 

取締役会 御中 
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社インネクストの平成18年７月１日から平成19年６月30日までの第４期事業年度の財務諸表、

すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表に

ついて監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社インネクストの平成19年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

 

優成監査法人

代表社員 
業務執行社員

公認会計士  加  藤  善  孝  ㊞

業務執行社員 公認会計士  宮  崎     哲  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別

途保管している。
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